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多大学間での同期型遠隔授業の実践 
～大学コンソーシアム佐賀での取り組み～ 
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1. はじめに 
佐賀大学（以下、本学と呼ぶ）には、文化教育学部・経済学部・理工学部・農学部があ
る本庄キャンパスと、医学部がある鍋島キャンパスの、2 つのキャンパスがある。この２
つのキャンパスは、約 7km 離れた距離にある。 
教養教育科目の多くは、本庄キャンパスで開講されている。そのため、鍋島キャンパス
の学生は、大学の送迎バス等を利用して鍋島キャンパスから本庄キャンパスへ移動してい
る。移動時間は、大学の送迎バスや自家用車を使用しても 20 分ほどかかり、公共交通機
関である佐賀市営バスを利用すると 40 分ほどかかってしまう。 
鍋島キャンパスに通う学生が、本庄キャンパスで開講されている教養教育科目を履修す
る際に、この移動時間が負担に感じられたり、科目の選択の幅を狭めたりなど、履修した
い科目が履修しづらい要因になっている。同様のことは、本庄キャンパスの学生が、鍋島
キャンパスで開講されている科目を履修する場合にもあてはまる。 
これを解決する方法として、我々は、遠隔授業の実施を検討した。本学では、平成 14
年度から、教養教育科目の一部を非同期型遠隔授業として VOD（Video On Demand）型
e ラーニングの「ネット授業」を実施している 1)。我々は、これに加えて、本庄キャンパ
スの教室と鍋島キャンパスの教室をネットワークで接続し、リアルタイムで講師のいる教
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室から他教室へ講義を配信する、同期型遠隔授業を実践することとした。本研究では、講
師がいる教室を講師側教室と呼び、講師のいない教室を遠隔側教室と呼んでいる。したが
って、本稿中でもこの名称を使用する。 
まず、平成 19 年度から本学の 2 つのキャンパス間で同期型遠隔授業を実践した。さら
に、平成 21 年度から、佐賀県内の 6 大学（佐賀大学・西九州大学・九州龍谷短期大学・佐
賀女子短期大学・西九州大学短期大学部・放送大学佐賀学習センター）が連携して設立され
た「大学コンソーシアム佐賀」2)（以下、コンソーシアムと呼ぶ）での活動のひとつとし
て、コンソーシアム加盟大学間での実践に展開した。本稿では、これまでの同期型遠隔授
業の実践と今後の方針について報告する。 
2. 本学内での同期型遠隔授業の実施 
 
2.1 平成 19 年度 
本学医学部の地域医療科学教育研究センターの堀川先生の要望もあり、堀川先生の担当
科目である教養教育科目の「社会生活行動支援概論」を同期型遠隔授業として実施した。 
使用した教室は、本庄キャンパスが教養教育 212 教室で、鍋島キャンパスが臨床小講堂
3113 教室である。この 2 教室間を接続するネットワークは、学内 LAN を使用し、授業を
配信するため佐賀大学医学部附属病院医療情報部が導入して活用していた TV 会議システ
ム『3e Conference』3)を利用した。 
講義において講師側教室から遠隔側教室へ伝達しなければならない主な情報は、講義資
料と講師の音声と講師の画像である。講義資料は、TV 会議システムのドキュメント共有
機能により、他教室へ伝達した。ただし、利用できる教材の種類や形式は限定されていた
ため、原則として Microsoft Office PowerPoint（以下、PPT と呼ぶ） とした。講師の音
声については、講師にヘッドセット型のマイクを装着してもらい、それを TV 会議システ
ムに接続されたノートパソコンに接続することで、遠隔側教室に配信した。講師の画像は、
ノートパソコンに接続した Web カメラで講師を撮影して、遠隔側教室に配信した。 
遠隔側教室でも、同様にノートパソコンにヘッドセットのマイクと Web カメラを接続し
ている。ただし、講師は、その教室に存在しないので、ヘッドセットは質問時にのみ学生
が使用することになる。また、Web カメラは、学生の方を向けて設置し、受講している学
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生の様子を捉えている。これにより、講師が他教室の様子を確認できるようにしている。
平成 19 年度の同期型遠隔授業システムを図 1 に示す。 
実践を通して、2 つの改善点があげられた。 
ひとつは、Web カメラの映像が有効に活用されていないという点である。どちらの教室
も、プロジェクターにノートパソコンの画面を出力して講義を行った。ただし、ノートパ
ソコンとプロジェクターが 1 台ずつしかなかったため、PPT 等の講義資料をフルスクリー
ン表示すると講師や学生の画像は見えなくなってしまった。したがって、学生の様子を確
認するためには、必要に応じてフルスクリーンを解除しなければならなかった。また、Web
カメラは固定されていたので、講師が移動することにより画面から消えたり、フォーカス
が合わなくなったりすることがあった。カメラの方向を変える必要がある場合は、講師自
らが Web カメラの操作をしなければならないこともあった。 
もうひとつは、ヘッドセットによる音声の入力である。ヘッドセットの装着自体が煩わ
しいと感じられる講師もおられたり、ヘッドセットが有線であったため講師の動きに制限
があったり、口元との位置が合わず音声がきれいに伝わりにくいケースがあった。講義は、
すべて本庄キャンパスから行ったので、音声の伝達も基本的に講師のいる本庄キャンパス
から鍋島キャンパスへの一方通行であった。そのため、エコーの発生については、気にす
る必要がなかった。 
 
2.2 平成 20 年度 
新たに、同期型遠隔授業実施科目として、本学理工学部の、岡崎先生の「情報としくみ」
と野口先生の「エネルギー貯蔵とセラミックス材料」を追加し、「社会生活行動支援概論」
とあわせて 3 科目を同期型遠隔授業として実施することとした。 
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図 1 平成 20 年度同期型遠隔授業システムの概要 
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教室は、平成 19 年度と同じく、本庄キャンパスが教養教育 212 教室で、鍋島キャンパ
スが臨床小講堂 3113 教室を使用した。同様に、2 教室間を接続するネットワークは、学内
LAN を使用し、授業を配信するため佐賀大学医学部附属病院医療情報部の TV 会議システ
ムを、継続して利用した。平成 20 年度の同期型遠隔授業システムを図 2 に示す。 
平成 19 年度の実践をもとに、音声入力の機器とカメラを新しく設置した。音声につい
ては、教室に既設のマイクの出力を教室内のスピーカーだけでなく、ノートパソコンへも
出力できるようにアンプとミキサーを設置した。2 教室間で会話してもエコーが発生しな
いように、これらの機器を調整した。これにより、講師は、ヘッドセットが不要になり、
従来の講義同様にマイクを使用すれば、パソコンに音声が入力されるため、ヘッドセット
の装着の煩わしさや動きの制限もなくなった。 
カメラについては、同期型遠隔授業専用のネットワークカメラを 2 教室にそれぞれ 2 台
設置した。さらに、e ラーニングスタジオにも動作検証用に 1 台設置した。本庄キャンパ
スと鍋島キャンパスの各教室に設置した 2 台のカメラは、1 台が教室後方から講師を撮影
するカメラで、もう 1 台が教室前方から学生を撮影するカメラである。この構成によって、
本庄キャンパスと鍋島キャンパスのどちらの教室からでも講師は講義が行える。 
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図 2 平成 20 年度同期型遠隔授業システムの概要 
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設置したネットワークカメラは、ズーム・パン・チルトの機能を有している。これらの
機能は、ネットワークを介して遠隔操作できる。したがって、講師の顔や板書などへのズ
ームや、動きに合わせたパン・チルト操作が可能になる。とはいえ、これら 4 台のネット
ワークカメラの操作を講師が講義しながら行うことは、講義以外の負担を強いることにな
り、講義の質の低下につながるおそれがある。そのため、ネットワークカメラの操作は e
ラーニングスタジオにいる 1 人のスタッフが一括して行うようにした。これにより、講師
はカメラの操作をすることなく講義が行えるようになった。また、板書もズームすること
により、遠隔側教室でも読むことができた。 
ただし、ノートパソコンとプロジェクターは追加設置しなかったため、PPT 等の講義資
料をフルスクリーン表示すると講師や学生の画像は見えなくなってしまう状況は、前年度
と同じであった。 
3. 大学コンソーシアム佐賀での実施 
 
3.1 大学コンソーシアム佐賀とは 
「大学コンソーシアム佐賀」は、大学を含めた教育機関、行政、企業、そして地域の知
を結集し「地域の知の拠点」を形成することで、佐賀県の教育力向上に貢献することを目
指して、平成 19 年 12 月に設立された組織である。このコンソーシアムの中に遠隔授業部
会が立ち上げられ、コンソーシアムとしての遠隔授業の実施が検討された。 
そこでは、本学が既に実施している 2 つの遠隔授業をもとに展開をしていくこととなっ
た。2 つの遠隔授業とは、本学が「ネット授業」と呼んでいる非同期型遠隔授業と、TV 会
議システムを利用した同期型遠隔授業である。本稿では、同期型遠隔授業についての検討
と実践について述べる。 
 
3.2 同期型遠隔授業研究委員会での検討 
コンソーシアムとして同期型遠隔授業を実施するにあたり、今までの実施環境と大きく
異なる点があげられた。 
 
・他大学とネットワークを接続するので学内 LAN は使用できない。 
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・本学以外の大学には、ネットワークカメラを始め設備は、ほとんど導入されていない。 
・本学の e ラーニングスタジオのような遠隔授業を支援する体制は、他大学にはない。 
 
これらを踏まえて確実に同期型遠隔授業を実施できる環境と体制を整えるため、本学に
同期型遠隔授業研究委員会を設置した。同期型遠隔授業研究委員会は、同期型遠隔授業シ
ステムの構築について検討するだけでなく、履修など教務に関することや、コンソーシア
ム加盟大学間の連携に関することなどについても検討した。そのため必要に応じて、教務
課や大学コンソーシアム事務局の職員の方にも委員会に参加していただいた。 
 
3.2.1 導入する機器の決定 
まず、導入する機器について検討を行った。 
ネットワークについて、コンソーシアム加盟大学で、回線の種類や速度などが異なった
ネットワーク環境にある。このような状況で多地点のカメラ映像や音声、あるいは講義資
料のデータが流れると、各大学の既存のネットワークのトラフィックに多大な影響を与え
かねない。また、ネットワークカメラが外部のネットワークから利用できる状況にあれば、
不正アクセスによる盗撮などに利用される恐れもある。したがって、コンソーシアムの同
期型遠隔授業のネットワークは、各大学既存の LAN とは別に、専用の回線を敷設し VPN
（Virtual Private Network）を構築することとした。VPN 内部からインターネットを利
用することはできるが、外部のネットワークからは侵入できないようにした。これにより、
ネットワークカメラは、外部からアクセスできなくなり、外部からの不正利用の恐れはな
くなる。 
音声については、本学での同期型遠隔授業の教室同様にマイクなどマイクの音声をアン
プとミキサーを介して、教室内のスピーカーとノートパソコン用に出力する機器を導入す
ることとした。ただし、コンソーシアムでは 2 教室間ではなく多教室間で会話を行う可能
性もあることから、エコーキャンセラーの導入も検討した。しかし、エコーキャンセラー
が高価であること、講義は一方向で質疑応答は 1 対 1 で行われることが多いと考えられる
ことから、機器の調整でエコーの発生が抑えられると判断し、エコーキャンセラーの導入
は見送った。 
次にカメラについて検討した。講師がいる教室（以下、講師側教室）と同等の臨場感を、
講師のいない教室（以下、遠隔側教室）にいる学生に与える、あるいは講師がいない疎外
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感を軽減する、講師の板書や手持ちで提示する資料や道具を明瞭に伝えるためには、ハイ
ビジョン対応のカメラが望ましいのではないかとの意見が出された。しかし、次のような
理由により、昨年度までの同期型遠隔授業と同等のネットワークカメラを導入することと
した。 
 
・ 導入するカメラは、5 大学あわせて 14 台である。 
・ ハイビジョンのネットワークカメラは、市販されていない。あっても、特注品で非
常に高価である。使用するノートパソコンやコンバーターもハイビジョン対応でな
ければならなくなり、コンソーシアムの予算では導入できない。 
・ ハイビジョン対応の遠隔講義システムは存在するが、設置や設定に ICT 技術に長じ
たスタッフが必要であり、そのような人材は予算的にも確保できない。また、本学
以外では情報系の教員も少ないため対応できない。 
・ ハイビジョンの画像データは、高画質であるがゆえにデータ量が多く 1 台あたりの
ネットワークの帯域を多く使用する。これが 14 台から送信されれば、専用の回線と
いえども使用不可能になる恐れが強く、現実的ではない。 
 
最後に、同期型遠隔授業システムの中心となる TV 会議システムについて検討した。TV
会議システムに求められる動作環境や機能は、次の通りである。 
 
・ 使用するノートパソコンの OSやブラウザやソフトウェアの種類には影響されない。
ASP（Application Service Provider）型のシステムで、システムがブラウザ上で稼
働することが望ましい。これは、通常使用しているノートパソコンが故障した際に、
すぐに代替機を用意することができるとともに、日常のメンテナンスを容易にする
ためである。 
・ ユーザ管理機能により、ログインや使用する機能を制限できる。これは、不正な利
用や、不用意な誤操作で授業が中断することを防ぐためである。 
・ 各教室の映像や音声を配信するだけでなく、録画が可能であること。これは、将来、
e ラーニングコンテンツとして利用するために必要であり。できれば、利用者の多様
なパソコン環境に対応するために、パソコンの OS やブラウザやソフトウェアの種
類には影響されないことが必要である。e ラーニング化が容易であれば、欠席者への
補講や復習のための利用も可能となる。 
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これらの点で、平成 20 年度まで使用した『3eConference』と『Adobe Connect Pro』4)
を比較検討した。どちらも ASP 型でログインによる利用管理が行えるが、動作環境が異
なる。 
『3eConference』の動作環境は、Windows 環境（OS は windows XP/Vista で、ブラウ
ザは Internet Explorer、録画データは Windows Media）に限定されている。これに対し
て、『Adobe Connect Pro』は、パソコンの OS やブラウザ種類には影響されず、Flash Player
の 9 以上がインストールされていれば利用可能である。録画データも、Flash Video 形式
で利用できるため、e ラーニング化も容易であり、再生も Flash Player の 9 以上がインス
トールされていればパソコンの OS やブラウザの種類は問わない。また、『Adobe Connect 
Pro』は、Adobe 社の方向性としてソフトウェアのハイビジョンへの対応が進められてい
ることから、この製品についてもハイビジョンのカメラに対応すると判断した。 
これらのことから、コンソーシアムにおける同期型遠隔授業に利用する TV 会議システ
ムは、『Adobe Connect Pro』を採用した。 
 
3.2.2 運用方針の検討 
前節で述べた環境で同期型遠隔授業を実施するためには、授業中のネットワークカメラ
の操作や『Adobe Connect Pro』の管理や制御など、同期型遠隔授業全体を管理する人員
や、各教室でノートパソコンの設置や接続、授業中のトラブル対応、講義資料の配布、講
師や学生に対する授業の支援をする人員が必要である。 
我々は、この実践において、同期型遠隔授業全体を管理する人員のことを、「ディレクタ
ー」と呼び、各大学の同期型遠隔授業の支援を担当する人員を、「アシスタント・ディレク
ター（以後、AD）」と呼ぶ。 
「ディレクター」として、佐賀大学 e ラーニングスタジオのスタッフをあてた。これに
伴い、全教室に 2 台ずつ設置したネットワークカメラを一括制御するためのパソコンと
『Adobe Connect Pro』用のサーバを、佐賀大学 e ラーニングスタジオに設置した。 
各大学における AD は、学生ではなく教職員を充てるようにした。その理由は、同期型
遠隔授業の教室は、同期型遠隔授業専用の教室ではなく、他の授業でも利用されためノー
トパソコンは教室に常設できないためである。また、学内 LAN とは別のネットワークで
あるため、教室内の HUB やネットワークカメラを利用できないように、鍵のかかるキャ
ビネットなどで管理しなければならないからである。なお、AD 用のマニュアルを作成し
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配布することで、パソコンの操作に慣れた人であれば、このシステムの操作が可能となる
よう準備した。 
AD が教室を同期型遠隔授業が行える状態にしているので、授業を行う講師は、教材と
して PowerPoint などを使用されてきたのであれば、従来通りにノートパソコンを使用し
て講義を行えばよい。そのため、同期型遠隔授業のために、講師にとって負担が増えるこ
とはない。 
 
 3.3 同期型遠隔授業システムの構築 
 図 3 に、平成 21 年度の同期型遠隔授業システムの概略を示す。 
各大学の同期型遠隔授業用の教室は、既存の教室に同期型遠隔授業専用のネットワーク
と機器を整備したものである。ネットワークは、既存の学内 LAN とは別に、同期型遠隔
授業専用のネットワークを構築した。これにより、授業の音声や画像などを送受信しても
既存の LAN のトラフィックに影響を与えることはない。また、このネットワークは、外
部のサイトは参照可能だが、外部から入ることはできないようにすることで、セキュリテ
 
図 3 平成 21 年度同期型遠隔授業システムの概要 
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ィ面でのリスクも低減を図っている。 
講師や学生を撮影するネットワークカメラは、各教室に 2 台設置している。1 台は教室
の後方から講師を撮影するためのネットワークカメラで、もう 1 台は教室の前方から学生
の様子を撮影するためのネットワークカメラである。このうち、教師側教室では講師を撮
影しているネットワークカメラの映像を使用し、遠隔側教室では学生を撮影しているネッ
トワークカメラの映像を使用する。これにより、講師は、遠隔教室に自分の映像を送ると
ともに、講義資料を提示しているノートパソコンとは別のノートパソコンで遠隔教室の状
況確認しながら講義を行える。 
講師の音声はマイクからミキサーを通して教室内のスピーカーから出力されるとともに、
TV 会議システムにより全遠隔教室にも送られる。逆に遠隔教室からも講師のいる教室を
含む他大学の教室へ音声が送られる。 
このような同期型遠隔授業用の教室は、佐賀大学本庄キャンパスに 2 教室、鍋島キャン
パスに 1 教室、西九州大学・九州龍谷短期大学・佐賀女子短期大学・西九州大学短期大学
部の各大学に 1 教室ずつ整備した。 
 
 3.4 大学コンソーシアム佐賀における同期型遠隔授業の実施 
 
 3.4.1 平成 21 年度実施科目と履修者の募集 
平成 21 年度には、前期に 4 科目、後期に 2 科目の計 6 科目を開講している（表 1）。 
開講にあたり、同期型遠隔授業を含めたコンソーシアムとしての開講科目と履修方法を
説明したパンフレットを、加盟大学に配布し学生へ周知を依頼している。 
 
表 1 平成 21 年度同期型遠隔授業科目 
 科目名 開講大学 開講大学 での受講者数 
他大学遠隔教室
での受講者数 
身近な環境―知ろう・見よう・
考えよう― 佐賀大学 65 名† 0 名 
暮らしと人権 九州龍谷短期大学 28 名 0 名 
ホスピタリティ論 佐賀女子短期大学 17 名 1 名 
前
期 
ボランティア入門 西九州短期大学 45 名 2 名 
高齢者や障がい者への生活・就
労支援概論 佐賀大学 193 名‡ 1 名 後
期 生命論 九州龍谷短期大学 27 名 1 名 
†講師側教室である本庄教室は 54 名、遠隔側教室である鍋島教室は 11 名 
‡本庄教室 113 名、鍋島教室 80 名。どちらが講師側教室・遠隔教室になるかは、その回の担当講師により不定。 
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さらに、後期開講前には、コンソーシアム加盟大学間を接続して、同期型遠隔授業や「ネ
ット授業」のデモンストレーションを行う遠隔授業体験会を実施した。図 4 に配布したパ
ンフレットの表紙と遠隔授業体験会のポスターを示す。 
 
3.4.2 平成 21 年度前期 
授業中の講師用のノートパソコンは、プロジェクターで提示する講義資料である PPT
等を操作するので、画面は通常の状態である。ただし、遠隔教室に講義資料の映像や音声
を伝達するため、バックグラウンドで同期型遠隔授業システムに接続している。 
遠隔教室側のノートパソコンおよび講師が遠隔教室の状況を確認するためのノートパソ
コンは同期型遠隔授業システムの画面が提示されている。この同期型遠隔授業システムの
画面を図 5 に示す。 
遠隔側教室では、この画面がプロジェクターにて提示されており、AD が必要に応じて講
義資料の部分をフルスクリーン表示にしている 
同期型遠隔授業中、講師や板書へのクローズアップ、あるいは教室全体の様子から質問
  
(a)パンフレット表紙      (b) ポスター 
図 4 パンフレットと遠隔授業体験会のポスター 
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者など特定の学生へのクローズアップ
などの、ネットワークカメラの操作は
e ラーニングスタジオにいるディレク
ターが行った。 
ディレクターは、カメラ操作だけで
なく、講義のモニターを行うとともに
講義の録画も行っている。録画された
講義映像は、FLV（Flash Video）形式
でサーバから取りだすことが可能である。この FLV をストリーミング配信して復習に活用
している。また、将来的には、この録画を用いて「ネット授業」の１科目とすることを検
討している。 
前期では、各教室にはプロジェクターとスクリーンが 1 組しか設置されていなかった。
そのため、講義資料提示用と遠隔教室の状況確認用の 2 台のノートパソコンを用意してい
ても、どちらか 1 台、ほとんどの場合
は講義資料提示用のノートパソコンし
か教室のプロジェクターに接続できな
い。そのため、すべての教室では他の
教室の状況を受講生が確認することは
できない。特に、講師の画像がプロジ
ェクターに提示されないことは、遠隔
教室の受講生の臨場感や講義への参加
意識を低下させていると考える。 
 
3.4.2 平成 21 年度後期 
後期の半ばから、各大学の同期型遠隔授業用教室にプロジェクターとスクリーンを 1 組
追加した。これにより、講義資料提示用と遠隔教室の状況確認用の 2 台のノートパソコン
のどちらの画面も教室のプロジェクターに出力できるようになった。そのため、すべての
教室で、学生は、講義資料の画面だけでなく、講師の映像や他の教室の学生の映像を、学
生が確認することができるようになった。2つのスクリーンでの授業の様子を図6に示す。 
図 6 2 スクリーンでの授業風景 
図 5 同期型遠隔授業実施中のパソコン画面 
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4. 大学コンソーシアム佐賀での実施結果 
コンソーシアムでの同期型遠隔授業は、他大学の遠隔教室からの受講生は少なかったも
のの、ネットワークの切断や、音声や映像の遅延や切断など、授業が止まってしまうよう
な大きなトラブルは発生することなく、実施できた。 
発生したトラブルの多くは、AV 機器の設定によるものであった。このトラブルは、講
義資料履修学生同期型遠隔授業に使用しているプロジェクターやマイクなどの AV 機器が、
通常授業との共用であることに原因があった。 
同期型遠隔授業用とは別に、通常授業用にマニュアルを用意していた。それでも、AV
機器の電源やマイクの電源が不正な切断のされ方や、適切ではない設定になっている場合
があった。そのため AD の準備作業に通常より時間がかかることがあった。 
さらに、表 1 に示す通り、開講大学以外の遠隔教室での受講者数は、かなり少ない。前
期開講前にコンソーシアム加盟大学で同期型遠隔授業についてのパンフレットを学生に配
布し履修者を募集したが、遠隔教室での履修者は 3 名であった。前期は、履修登録までの
時間が足りず学生に対する周知が行えなかったと考え、後期にむけて「遠隔授業体験会」
というデモンストレーションを実施した。しかし、後期の遠隔教室での履修者も 3 名であ
ったことから、大きな効果はえられなかったといえる。効果を得るため、「遠隔授業体験会」
の実施時期や実施形態を検討する必要がある。 
学生への周知という広報活動以外の要因として時間割があると考える。コンソーシアム
の同期型遠隔授業実施大学間で、時間割が統一されておらず、自分が通う大学の授業時間
と他大学の授業時間が重なってしまうことで、履修をあきらめた学生もいたのではないか
と推測する。 
5. まとめ 
平成 21 年度後期の半ばに、各大学の同期型遠隔授業用教室にプロジェクターとスクリ
ーンを 1 組追加設置し、各教室 2 組のプロジェクターとスクリーンが利用可能になった。
これにより、すべての教室で、講義資料と同時に講師や他教室の学生の映像が確認できる
ようになった。この環境であれば、同期型遠隔授業における、受講生の臨場感や講義への
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参加意識が向上し、受講生の講義の理解度も向上すると考える。 
次に、通常授業と共用する機器の誤操作については、機器のボタン等に説明シールを貼
ることで不正な操作を防ぐとともに、AD に機器の初期設定を記述するなど、トラブル時
の対応方法を説明するマニュアルを作成することで、準備作業の円滑化を図る。 
最後に、2 スクリーン化も含めて、同期型遠隔授業実施環境は整備されつつある。従っ
て、開講大学以外の遠隔教室での受講者数を増やすことが、緊急の課題である。 
平成 22 年度から、午前中の 1,2 校時目のみではあるが、コンソーシアムの同期型遠隔授
業実施大学の時間割が統一されることとなった。これにより、同期型遠隔授業科目を同じ
時間に開講できるため、学生は授業時間が重なることで履修をあきらめる必要がなくなる。 
これを機会に、受講者を増加させるためには、パンフレット配布や同期型遠隔授業の体
験会以外に、学生や教員の興味を引く広報活動を行う必要がある。特に、同期型遠隔授業
を実施する教員が増えれば、学生が履修可能な科目も増え、選択肢が広がることになり、
結果として履修学生の増加につながると考える。 
今後は、このように、実践で明らかになった問題点を解決することで、同期型遠隔授業
の質の向上を進めていく。 
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